
品川区人材スキルアップ支援事業助成金交付要綱 

 

制定 令和６年４月１日区長決定 要綱第１７０号 
 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、品川区内中小事業者（個人事業主を含む。以下同じ。）に対し、

東京しごと財団が実施する人材スキルアップ支援事業を利用した際に負担する費

用の一部について品川区人材スキルアップ支援事業助成金（以下「助成金」という。）

として交付することにより、品川区内中小事業者の個人の職業能力向上を図ること

を目的とする。 

 （交付対象者） 

第２条 助成金の交付を受けることができる者（以下「助成対象者」という。）は、

品川区内（以下「区内」という。）に事業所を置く中小企業基本法（昭和38年法律

第154号）第２条第１項に規定する中小企業者その他区長が認める個人事業主または

法人もしくは組合とする。ただし、次のいずれかに該当する者および区長が別に定

める業種に係る者を除く。 

 ⑴ 一つの大企業（中小企業者以外の者をいう。以下同じ。）が発行済み株式総数

または出資総額の２分の１以上を単独に所有または出資している企業 

 ⑵ 複数の大企業が発行済み株式総数または出資総額の３分の２以上を所有または

出資している企業 

 ⑶ 役員の半数以上を大企業の役員または職員が兼務している企業 

 ⑷ 前３号に掲げるもののほか、大企業が実質的に経営に参画していると考えられ

る企業 

 ⑸ 法人事業税および法人都民税（個人事業主にあっては特別区民税・都民税また

は市町村民税）を滞納している者 

⑹ 品川区に対する使用料等の債務の支払が滞っている者 

 ⑺ 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第１２２



号）による規制の対象である者 

⑻ 品川区暴力団排除条例（平成２４年品川区条例第３４号）に規定する暴力団お

よび暴力団員と密接な関係がある者 

（助成金の交付対象事業等） 

第３条 助成金の交付対象となる事業（以下「助成対象事業」という。）および助成

金の名称は、次の表の左欄に掲げる事業に応じ、それぞれ同表の右欄に掲げる助成

金の名称とする。 

助成対象事業 助成金の名称 

東京都が実施する、事業内スキルアップ

助成金交付要綱（令和６年１月29日付５

東し企雇第4686号）に基づく事業内スキ

ルアップ助成・事業外スキルアップ助

成金交付要綱（令和６年１月29日付５

東し企雇第4686号）に基づく事業外ス

キルアップ助成 

事業内・事業外スキルアップ助成金 

東京都が実施する、ＤＸリスキリング

助成金交付要綱（令和６年1月29日付５

東し企雇第4686号）に基づくＤＸリス

キリング助成 

ＤＸリスキリング助成金 

東京都が実施する、育業中スキルアッ

プ助成金交付要綱（令和６年１月29日

付５東し企雇第4687号）に基づく育業

中スキルアップ助成 

育業中スキルアップ助成金 

（助成金の額およびその上限額） 

第４条 助成金の額は、当該助成対象者が東京都により交付決定を受けた額の５分



の１とする。ただし、事業内スキルアップ助成金および事業外スキルアップ助成金

に係る場合の上限額は合計で３０万円、ＤＸリスキリング支援助成および育業中

スキルアップ支援助成に係る場合の上限額はそれぞれ２０万円とする。 

２ 前項の規定により算定した助成額に１，０００円未満の端数がある場合は、これ

を切り捨てる。 

 （助成金の交付申請） 

第５条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、区長に対

し、品川区電子申請サービスによる交付申請（以下「オンライン申請」という。）

を行わなければならない。 

２ オンライン申請を行う場合には、次に掲げる事項を入力するほか、助成対象者で

あることを確認することができる書類を添付しなければならない。 

⑴ 申請者の氏名および事業所所在地（法人にあっては、名称、代表者および事業

所の所在地） 

⑵ 助成対象事業 

⑶ 助成対象事業の交付確定通知 

⑷ 助成金の交付申請額 

⑸ 前各号に掲げるもののほか、区長が必要と認める事項 

３ 第１項の規定にかかわらず、オンライン申請により難い事由がある場合は、申請

者は、品川区人材スキルアップ支援事業助成金交付申請書（第１号様式）により区長

に申請しなければならない。 

４ 助成金の交付申請は、助成金の額の上限額に達するまで複数回申請できるもの

とする。 

 （助成金の交付・不交付決定） 

第６条 区長は、前条に規定する申請があったときは、その内容を審査のうえ、予算

の範囲内で助成金の交付の可否および額を決定し、品川区人材スキルアップ支援事



業助成金交付決定通知書（第２号様式）または品川区人材スキルアップ支援事業助成

金不交付決定通知書（第３号様式）により当該申請者に通知する。 

 （助成金の請求および交付） 

第７条 前条の規定により助成金の交付決定を受けた者（以下「交付対象者」）は、

区長が指定する期日までに品川区人材スキルアップ支援事業助成金請求書(第４号様

式)等により助成金の交付を区長に請求しなければならない。 

２ 区長は、前項の請求を受けたときは、交付対象者が指定した金融機関の口座に振

り込む方法により、速やかに助成金を交付するものとする。 

 （決定の取消し） 

第８条 区長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当した場合は、助成金の交付

決定の全部または一部を取り消すことができる。 

⑴  申請年度の末日までに第２条に規定する要件を満たさなくなったとき。 

⑵  偽りその他不正な手段により助成金の交付を受けたとき。 

⑶  助成金の交付決定の内容またはこれに付した条件その他法令に違反したと

き。 

 （助成金の返還） 

第９条 交付決定者は、前条の規定により交付決定の全部または一部を取り消され

た場合において、当該取消しに係る部分について既に助成金の交付を受けている

ときは、直ちに助成金を返還しなければならない。 

（違約金） 

第１０条 交付対象者は、前条の規定により助成金を返還する場合において、返還す

べき助成金の交付を受けた日から当該返還金の完納の日までの期間の日数に応じ、

当該助成金の額（一部を返還した場合のその後の期間においては、既返済額を控除

した額）につき年１０．９５％の割合で計算した違約金額（１，０００円未満の端

数があるときは、これを切り捨てる。）を加算して納付しなければならない。 



２ 前項に定める年当たりの割合は、うるう年の日を含む期間についても、３６５日

あたりの割合とする。 

 （委任） 

第１１条 この要綱で定めるもののほか、この事業の実施について必要な事項は、別に

地域振興部長が定める。 

   付 則 

 この要綱は、令和６年４月１日から適用する。 


